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1. はじめに 

濱岡(2013,2019)では､企業の情報化のうち製品開発ツール

に注目して､その利用状況によって企業を分類し､利用状況

の規定要因､さらには新製品開発のパフォーマンスへの影

響を分析した｡その結果､新製品開発ツールの利用状況が､5

種類に分類されること､それらは外部環境､企業内要因など

によって説明されること､さらに､新製品開発の成果も､こ

れらによって影響されることを明らかにした｡ 

 本研究は､その後の 3 回分の調査結果を含めて分析し､以

下の点を明らかにすることを目的とする｡(1)情報システム

だけでなくブレーン･ストーミング､品質表､試作品なども

含めたツールの利用状況を把握､分類すること｡(2)これら

ツールの利用パターンに影響を与える要因を分析すること｡

(3)これらが製品開発のパフォーマンスに与える影響を分

析すること｡(4)その後収集した 6 年間分のデータを追加し

て､これらがどのように変化したのか､しなかったのかを明

らかにすること｡ 

 

2. 理論的検討 

本研究では､情報システムおよび既存手法の利用状況が､

｢外部環境要因｣｢企業の内部要因｣｢製品開発プロセス要因｣

｢製品の特徴｣によって規定され､さらに｢製品開発の成果｣

が､これらによって規定されると考える(図)｡ 

 
図 理論的枠組み(濱岡 2013,2019) 

 

3. データ 

筆者は 2007 年以降､日本の上場製造業者に対して､研究

開発､製品開発についての調査を行っている｡本研究では､

このうち製品開発調査の 2007 年から 2024 年のデータを用

いる｡毎回､上場企業については 500-800 社程度に送付し､

30-150 社程度から回答を得てきた(回答率 5-25%; 濱岡 

2025)｡これら合計 1390 社の回答を分析に用いる｡なお､

2007-18 年のデータを分析した､濱岡(2019)では 1235 社で

あった｡ 

 図 1にある各種の概念､例えば｢製品開発プロセスの公式

化｣については､客観的に測定することが困難であるため､

概念毎に 2-4 項目を設定し 5段階のリッカート尺度で回答

してもらった｡いずれの概念もクロンバックのα係数は 0.6

を超え､収束妥当性が確認された｡ 

 

4. 結果 

4.1 製品開発ツールの利用状況と分類 

製品開発ツールとして､情報システムのみならず､ブレー

ン･ストーミング､品質表なども含めて利用状況を質問した｡

図 2｢全体平均｣をみると､｢8.試作品の利用による問題発見

73%｣｢7.試作品の作成による外観などのチェック 72%｣に次

いで｢1.CAD(コンピュータによる設計)66%｣が続く｡回答者

全体としてのこれらの利用割合は､前回までの調査(2007-

18)と大きくはかわらない｡なお､｢遠隔会議｣については､新

型コロナ対策として導入されたのではなく 2018 年時点で､

50%の企業が導入済みであった｡ 

これらツールの利用状況の 0/1 行列について相関係数を

算出したところ､いずれも正であった｡つまり､情報システ

ムが導入されても既存の手法が用いられなくなるわけでは

ないことがわかった｡このため､利用しているツールの組み

合わせの類似性に基づいて非階層型クラスタ分析を行った

(図 2)｡前回分析同様､クラスタ数 5 とすると各クラスタの

特徴が以下のように明確になった｡1)から 5)になるほど､積

極的に製品開発のツールを利用している｡ 

1)ツール利用に消極的 

2)古典的手法活用 

3)CAD+古典的手法 

4)CAD/CAE,遠隔会議と古典的手法 

5)全体的に積極的に利用 

図表 2 下部に各クラスタに分類された企業数の推移を示

す｡｢2)古典的手法活用｣｢3)CAD+古典的手法｣が減少､｢5)全

体的に積極的に利用｣が増加傾向にあることがわかる｡ 

5 段階で主観的に評価してもらった製品開発成果 3指標=

｢製品開発スピード｣｢製品の品質｣｢製品の革新性｣の平均値

をみると､クラスタ(1)から(5)へと数値は大きくなってい

る｡ツールを利用している企業ほど製品開発成果が高いと

いえる｡ 
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4.2  製品開発ツール利用パターンの規定要因 

利用状況分類の規定要因について､｢ツール利用に消極

的｣を基準として､図にある変数群を用いて分析した(表 2)｡

前回同様､｢開発プロセスの公式化｣｢コンカレント開発｣は､

正で有意となり､これらが高いほどツールの利用も積極的

となるといえる｡前回は有意ではなかった､｢重量級リーダ

ー｣が今回は有意となった｡ツールだけでなく､製品開発の

ための仕組みも整備が進められたと考えられる｡ 

4.3 製品開発パフォーマンスの規定要因 

表 1 では､クラスタ間で製品開発成果指標を比較したが､

製品開発成果は､図 1 に示すように､ツールの利用状況以外

の要因によっても影響される｡それらも含めて､製品開発成

果指標を従属変数とし､複数回回答した 350 社(前回 314

社)に限定したパネル回帰分析を行った｡因果関係を明らか

にするために､前期(t-1)の製品開発ツールの利用状況(ク

ラスタ分類)と当期(t)の各種変数群によって製品開発成果

指標(at t)を説明した｡ (表は省略)｡ 

前回は､ツール利用状況のうち｢(5)全体的に積極的に利

用｣が｢新製品開発スピード｣について正で有意であったが､

今回はツールの利用パターンの主効果は 10%水準でも有意

とならなかった｡これは単なる利用状況ではこれら 3 つの

成果指標には影響を与えることができなくなったことを意

味していると考えられる｡ただし､他の変数との交互作用に

関しては有意となっている｡特に｢技術資源｣×｢5)全体的に

積極的に利用｣は､｢新製品開発スピード｣｢製品の革新性｣

｢製品の品質｣に対して正で有意となっており､技術資源が

あり積極的にツールを使う企業では望ましい成果を得られ

ていることがわかる｡製品開発ツールはあくまで補助的な

役割であり､自社の技術能力を高める必要があるといえる｡ 

 

5. まとめと考察 

本研究では､以下の点を明らかにした｡(1)新製品開発ツ

ールの利用パターンが､前回に引き続いて 5 種類に分類さ

れること､(2)より積極的に利用する企業が増加傾向にある

こと､(3)利用パターンが､表 2 にあるような要因によって

規定されること､(4)前回と比較することによって､｢重量級

リーダー｣という組織面での整備が進んだこと､(5)前回ま

でと比べてツールの利用パターンの主効果は有意とならず､

技術能力の改善もあわせて行うことがあること｡このよう

な分析が可能なのは､調査を継続してきたからである｡今後

もさらに継続していきたい｡ 
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表 1 製品開発ツールの利用パターンによるクラスタと構成比の

推移開発成果 

 
 

表 2 ツール利用パターンの規定要因(z 値) 

 
注)赤(青)は少なくとも 10%水準で正(負)で有意な係数｡ 

 ｢1) ツール利用に消極的｣を基準とした多項ロジットモデルの係

数の z 値｡ 
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